Spatial dynamics of Japanese-affiliated companies in the Chicago metropolitan area : global localization of multinationals by Taira Atsushi & 平 篤志
Spatial dynamics of Japanese-affiliated
companies in the Chicago metropolitan area :
global localization of multinationals
著者 Taira Atsushi
内容記述 Thesis (Ph.D. in Science)--University of
Tsukuba, (B), no. 1270, 1997.3.24
発行年 1997
URL http://hdl.handle.net/2241/5876
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旺2瑚
　　　　　　　　　　　たいら　　　　　あつ　　し氏名（本籍）　平　　篤志（東京都）
学位の種類博士（理学）
学位記番号　博乙第1，270号
学位授与年月日　　平成9年3月24日
学位授与の要件　　学位規則第4条第2項該当
審査研究科　　地球科学研究科
学位論文題目　　Spa鮪1◎輝繭s◎育佃a蘭㈱一A榊臨dC㈱陶…es葭竈細C眺範◎脇岬◎ヨ葭繍
　　　　　　　　　　　Aξea：G6◎ba葭L◎ca餉za翻◎恥◎首棚困重；胴a重冒◎恥叡s
　　　　　　　　　　　（シカゴ大都市圏における日本系企業の立地展開一多国籍企業の国際的現地化遇程一）
主査　筑波大学教授　理学博士　高橋伸夫
副査筑波大学教授　理学博士　佐々木　博
副査筑波大学教授　理学博士　斎藤　功
副査　筑波大学助教授　理学博士　田林　明
副査　筑波大学助教授　理学博士　手塚　章
論文の内容の要旨
　本研究は，アメリカ合衆国シカゴ大都市圏を対象地域とし，日本系企業の立地パターンの変化と属性の変容過
程を，多国籍企業の国際的現地化という視点から解明することを目的とする。1980年代後半に本格化した企業活
動の国際化に伴って，その過程や空間パターンの解明を目的とした研究が近年増加しているが，先行研究の分析
の枠組みは，大部分が国家あるいは1企業単位であり，国家内の1地域における多国籍企業の立地展開を分析し
た研究はわずかに留まる。本研究がアメリカ合衆国国内において日本企業が集中する1地域を研究対象とするの
は，以下の理由による。
　研究方法として，日本系企業，シカゴ日本商工会議所，イリノイ州政府，シカゴ市役所等の関係諸機関におい
て資料収集と聞き取り調査を行い，シカゴ大都市圏に立地する全日本系企業を対象としてアンケート調査を実施
した。その結果，以下のことが実証された。
　イリノイ州の日本系企業は，1980年代後半に入って急増したが，その大部分はシカゴ大都市圏内に立地する。
新規立地に際しては，シカゴ市を中心とした大市場の存在と，オヘア国際空港との近接性が重要視されている。
1970年代以降，日本系企業が立地する中心地域は，シカゴ市内から郊外地域に移行し，1994年時点では郊外地域
立地企業が過半数を占めた。特に，一般機械工業に代表される工業部門における立地地点の郊外化が顕著である。
一方，企業数の変化をみると，1990年代に入って，シカゴ市内と郊外地域の両地域において，小売業・サービス
業の成長が著しい。当該地域の日本系企業においては，進出期問の長さと現地企業との取引割合，および従業員
の現地採用率との間に正の相関が認められ，進出期間が長いほど企業属性の現地化が進行している。また，シカ
ゴ市内立地企業と郊外地域立地企業を，現地企業との取引割合，従業員および管理職の現地採用率，従業員の採
用等諸種の事項の決定権からみた事業所の独立性という観点から比較した結果，郊外地域立地企業において現地
化がより進行していることが明らかとなった。
　シカゴ大都市圏においては，1960年代以降，主として中流以上の居住者および工業関連事業所の郊外化が開始
され，その後第三次産業部門の事業所も郊外化に追随し，当該都市圏の中心都市であるシカゴ市では，産業の空
洞化が進行した。当該市では，ヒスパニック，アジア系等の少数派エスニック・グループに属する新たな移民の
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増加とともに，低所得者層や高齢者など社会的弱者に対する社会福祉費の増大と，フルタイムで就労可能な雇用
先の減少が問題となっており，産業の再活性化が緊急の課題である。
　シカゴ大都市圏の日本系企業は，進出当初はシカゴ市内へ主として立地したことから，当該市の再活性化に部
分的に寄与したが，現地企業との取引が増大するとともに，日本系企業は取引企業の立地する郊外地域へ移転を
開始し，同時に直接郊外地域に立地する後発企業も増加した。結論として，マクロ的にはシカゴ大都市圏の構造
変容が，ミクロ的には日本系企業自身の属性の現地化が，日本系企業の郊外化を誘導したといえる。日本系企業
の分布パターンおよび属性の変容過程は，日本系企業の進出初期段階，成長期段階，同化期段階の3段階によっ
て説明することができる。
審査の結果の要旨
　近年の社会の急激な国際化に伴って，世界の諸地域に関する実証的な研究を行う重要性は，ますます高まって
いる。しかし，日本の地理学において，外国の地域研究が十分に行われているとはいい難い。本論文は，研究事
例の少ない，外国の首都圏以外の大都市圏を研究対象地域とした日本系企業の立地展開に関する実証的研究であ
る。地理学，経済学等の諸分野におけるこれまでの多国籍企業研究は，国家スケール，あるいはユ企業レベルを
中心として行われてきたため，その中問に当たる空問レベルでの研究が欠けていた。本論文は，その不十分な部
分を埋めるべく，都市圏スケールという新たな枠組みで研究を進め，日本系企業の立地プロセスを解明した。さ
らに，日本系企業を中心とした多国籍企業の立地展開とシカゴ大都市圏の構造変容との関係という，今までにな
い視点から現代都市の変容過程を解明した。以上の点から，本論文を博士学位論文に値するものとして評価する。
　よって，著者は博士（理学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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